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活動性肺結核患者の在院日数(入 院期間)の

推移についての検討

井上 哲郎 田中 栄作 種田 和清 田口 善夫

加藤 晃史 櫻本 稔 前田 勇司 馬庭 厚

要 旨:1996年 に ピ ラ ジ ナ ミ ド(PZA)を 含 む抗 結 核 療 法 が 標 準 療 法 に加 え られ た が,当 科 で は そ れ 以

降,活 動 性 肺 結 核 患 者 の退 院・基準 を見 直 し,で きる だ け在 院 日数(入 院期 間)の 短 縮 を 図 る 方針 と し

て い る。 今 回,PZA導 入 お よ び退 院基 準 の 見 直 しに よっ て 在 院 日数 が 実 際 に どの程 度 短 縮 さ れ た か

をretrospectiveに 検 討 し た。 当 院 に 入 院 した 活 動 性 肺 結 核 患 者(初 回 治 療 例)をPZA導 入 前 のA群

(1992年4月 ～1996年3月 入 院),PZA導 入 後 のB群(1996年4月 ～2000年3月 入 院),の4年 間ず

つ に分 類 した。PZA投 与 率 はA群23 .3%,B群80.1%で あ っ た。 塗 抹 陽性 例 の排 菌 陰 性 化 まで の平 均

月 数 はA群2.5±1.0ヵ 月,B群1.8±0.7ヵ 月 とB群 で 有 意 に 短 縮 を認 め た 。 在 院 日数 は活 動 性 肺 結

核 全 体 で はA群(N=200)平 均133.8±65.6日,B群(N=234)平 均63.7±41.8日,塗 抹 陽性 例 に

限 る とA群(N=147)平 均147.5±62.6日,B群(N=154)平 均73.0±41 .8日,と い ず れ もB群 で 有

意 に 短 縮 を認 め た 。 在 院 日数 の 短 縮 に よっ て 生 じる 可 能 性 の あ るマ イ ナ ス 面(副 作 用,通 院 中 の 服

薬 自己 中 断 や 再 排 菌 な ど)の 明 らか な増 加 は 認 め られ な か っ た。 排 菌 陰 性 化 後 も入 院 継 続 を 要 す る

症 例 へ の 個 別 の 対 応 は 必 要 で あ るが,当 科 で 実 現 した程 度 の 平 均 在 院 日数 の 短 縮 は可 能 で あ ろ う と

思 わ れ た。

キ ー ワ ーズ:肺 結 核,在 院 日数,入 院 期 間,ピ ラ ジナ ミ ド,PZA

は じ め に

1996年4月 にピラジナ ミド(PZA)を 含む抗結核療法

が標準療法に加えられ,排 菌陰性化に要する期間が短縮

することが報告されている1)。当科でもPZAを 含む抗結

核療法の標準療法への導入に際 して退院基準 を見直 し,

在院 日数(入 院期 間)の 短縮 を図る方針 としてい る。

PZA導 入および退院基準の見直しによって活動性肺結核

患者の在院日数が実際にどの程度短縮 したかを検討し,

また在院日数の短縮によって生 じる可能性のあるマイナ

ス面(副 作用,通 院中の服薬 自己中断など)の 増加がな

いかどうか検討 したので報告する。

対象と方法

当院に入 院した活動性肺結核患者(初 回治療例)を

PZA導 入 前 のA群(1992年4月 ～1996年3月 入 院,

N=200),PZA導 入 後 のB群(1996年4月 ～2000年3

月入院,N=234),の4年 間ずつに分け,そ れぞれPZA

投与の有無,喀 痰塗抹陽性例に関しては排菌陰性化まで

の月数,在 院日数(入 院期間),耐 性率,副 作用,通 院

中の服薬 自己中断などが原因の再入院の有無について,

診療録 を用いてretrospectiveに比較検討 した。なお 自己

退院や入院中の死亡例は除外 した。検定にはt検 定およ

びCochran and Cox検 定を用いた。

活動性肺結核は,排 菌の有無には関係なく抗結核療法

を要する肺結核 と定義 した2)。

喀痰抗酸菌検査は原則として毎月3日 間連続で行い,

3回 とも塗抹陰性となれば排菌陰性化とした。

PZAの 投与は,80歳 以上の高齢者や全身状態の極度

に悪い症例,痛 風や持続する肝障害のある症例は原則と
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して除外 し,最 終的には各主治医の判断で体重および年

齢などか ら0.8～1.5g/日 を投与 した。

また,当 院の活動性肺結核患者の退院基準は,PZA導

入前(1996年3月)ま では喀痰培養陰性が2ヵ 月続 くこ

とを基準 としていたが,PZA導 入(1996年4月 以降)を

きっかけに塗抹陰性化(排 菌陰性化)す れば退院可能 と

改めた。

入院時に排菌陰性が確認された症例においても,A群

では喀痰培養陰性が2カ 月続 くことを退院基準 としてい

たが,B群 では排菌陰性が確認 された時点で通院へ切 り

替えとした。ただし,B群 においても服薬コンプライア

ンスの確認や副作用チェックのため,化 療開始後約2週

間は入院継続がのぞましいと患者に説明した。

結 果

PzA投 与率(Fig.1)はA群23.3%,B群80.1%で あっ

た。A群 においてPZAは 塗抹陽性例に対 して投与され,

投与法はINH+RFP+EBな いしINH+RFP+SMに4

剤 目としてPZAを 加 える方法で,2ヵ 月投与ではな く

ほぼ全例が化療中(計 約1年 間)継 続された。B群 にお

けるPZAの 投与法は全例,標 準療法の2ヵ 月投与であっ

Fig.1Administration rate of PZA

Fig.2Duration to bacterial conversion

た 。 す な わ ちINH+RFP+EBな い しINH+RFP+SM

に4剤 目 と してPZAが 加 え られ,2ヵ 月 間投 与 さ れ た。

喀 痰 塗 抹 陽性 例 の排 菌 陰 性 化 ま で の平 均 月 数(Fig.2)

はA群(N=147)2.5±1.0ヵ 月,B群(N=154)1.8±0.7

ヵ月 とB群 で 有 意 な(P<0.001)短 縮 を認 め た 。 さ ら に,

A群 のPZA非 投 与 例(N=100)の 排 菌 陰性 化 ま で の 平

均 月 数 は2.7±1.0ヵ 月,B群 のPZA投 与 例(N=145)の

排 菌 陰 性 化 まで の平 均 月数 は1.7±0.7ヵ 月 と,同 様 にB

群 で 有 意 な(P<0.001)短 縮 を認 め た 。

在 院 日数(入 院期 間)は 活 動 性 肺 結 核 全 体(Fig.3)で

はA群(N=200)平 均133.8±65.6日,B群(N=234)

平 均63.7±41.8日,喀 痰 塗 抹 陽性 例(Fig.4)に 限 る とA

群(N=147)平 均147.5±62.6日,B群(N-154)平 均

73.0±41.8日,と い ず れ もB群 で 有 意 に(P<0.001)短

縮 を認 め た。

な お,B群 に お い て も234例 中80例(34.2%)が 排 菌 陰

性 で あ っ た が,こ の 内訳 は塗 抹 陰性 培 養 陽性 で服 薬 指 導

や 副 作 用 チ ェ ッ クの 目的 で 入 院 した症 例 が42例,初 診

時 塗抹 陽 性 が予 測 さ れ て入 院 したが 結 果 的 に塗 抹 陰性 で

あ っ た症 例 が33例 を 占め た 。

耐 性 率 に 関 して は,INH,RFPの いず れ か1剤 に耐 性

Fig. 3 Mean duration of hospitalization for patients 

with pulmonary tuberculosis

Fig. 4 Mean duration of hospitalization for patients with 

smear positive pulmonary tuberculosis
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の例 はA群(培 養 陽 性170例)で は3例(1.8%),B群(培

養 陽性192例)で は4例(2.1%)に み られ たが,2群 間で

有 意 差 を 認 め な か っ た。INH,RFPの2剤 に耐 性(多 剤

耐 性)の 例 はA群B群 と もに1例 も認 め なか っ た。

休 薬 を要 す る抗 結 核 薬 の副 作 用 は,A群12例(6.0%),

B群22例(9.4%)とB群 で や や 多 くみ られ た が,い ず れ

も休 薬 に よ り軽 快 し致 命 的 な例 は なか っ た。 またB群 に

お い てPZAが2ヵ 月 終 了 ま で 投 与 で き な か っ た の は3

例 の み で あ っ た。2ヵ 月終 了 まで投 与 で きな か った 原 因

は肝 障 害,発 熱,皮 疹 が 各1例 で あ った 。 なお,PZA投

与 例 に 限 っ て 比 較 を行 う と,休 薬 を 要 す る 副 作 用 はA

群(N=47)8例(17.0%),B群(N=187)20例(10.7%),

とB群 の ほ うが副 作 用 の発 現 率 は低 くな っ た。

通 院 中の 服 薬 自己 中断 や 再 排 菌 な どが 原 因 の 再 入 院 は

A群2例(1.0%),B群2例(0.9%)に み られ た が,2群

問で 増 加 を認 め なか った 。

考 案

欧 米 諸 国 で は入 院化 療 群 と外 来化 療群 の 治療 成績 に差

が ない,つ ま り結核 治療 に原則 と して入 院安 静 の 必要 は

ない とい う こ とが,す で に確 立 さ れ て い る3)。 これ らの

研 究 はINH,SM,PASが 主 に 使 用 さ れ て い た1960年 代

に行 わ れ た もの で あ り,現 在 で は化 学 療 法 が は る か に 強

力 に な り,欧 米 諸 国 で は1970年 代 以 降 は 結 核 治 療 を原

則 と して 外 来 で 行 う こ とを標 準 と し て い る4)5)。結 核 罹

患 率 の低 くな い わ が 国 に この成 績 のす べ て を 当 て は め る

こ とは無 理 が あ る と して も,わ が 国 の結 核 診 療 に お い て

は 従 来 か ら 「長 期 入 院 治 療 」が 推 奨 さ れ て き た 感 が あ

る6)。結 核 患 者 の全 国 平 均 の 在 院 日数 は1985年 の207日

か ら1998年 の109.3日 へ と 短 縮 し て き て は い る が7),

PZAを 含 む 抗 結 核 療 法 に よ る化 療2ヵ 月 後 の排 菌 陰 性

化 率 が93.1%1)と 報 告 さ れ て い る こ と か らは,さ ら に在

院 日数 の短 縮 が 全 国 的 に可 能 で あ ろ う と推 測 され る。

1990年 に下 出 らが 活 動 性 肺 結 核 の 大 部 分 は 外 来 治 療

可 能 で あ る と報 告 し8),1995年 に鈴 木 らが 在 院 日数 短 縮

の妥 当 性 につ い て 報 告 して い る が9),そ の 後,在 院 日数

に 関 す る 検 討 は ほ と ん ど な さ れ て い な い 。 当 院 で も

1996年 ま で は,喀 痰 培 養 陰 性 が2ヵ 月 続 け ば 退 院 可 能

と い う,根 拠 の な い 退 院基 準 を 踏 襲 して い た が,1996

年4月 に標 準 療 法 と してPZAが 導 入 され た 際 に,喀 痰

塗 抹 が 陰性 化(排 菌 陰性 化)す れ ば原 則 と して 退 院可 能

と改 め た 。

在 院 日数(入 院期 間)は,活 動 性 肺 結 核 全 体 で はPZA

導 入 前(A群)平 均133.8日,PZA導 入 後(B群)平 均63.7

日,喀 痰 塗 抹 陽 性 例 に 限 る とA群 平 均147.5日,B群 平

均73.0日,と い ず れ もPZA導 入 後(B群)有 意 な 短 縮 を

認 め た 。

喀痰塗抹陽性例の排菌陰性化 までの平均月数はA群

2.5±1.0ヵ 月,B群1.8±0.7ヵ 月とB群 で有意な短縮を

認めた。さらに,A群 のPZA非 投与例では排菌陰性化

までの平均月数は2.7±1.0ヵ 月,B群 のPZA投 与例 で

は1。7±0.7ヵ月と,同 様にB群 で有意な短縮を認めた。

この平均月数の差(1.0ヵ 月)が 在院日数短縮 において

PZAの 寄与した部分と考えられた。したがって短縮され

た期間からこの1.0ヵ 月を差 し引いた 日数が,退 院基準

の見直しによってもたらされた短縮期間と考えた。

ところで,B群 においても234例 中80例(34.2%)が 入

院時の排菌陰性であった。これらの症例の内訳は,塗 抹

陰性培養陽性患者で服薬指導や副作用チェックの目的で

入院した症例,初 診時塗抹陽性が予測されて入院したが

結果的に塗抹陰性であった症例,排 菌陰性が確認で きて

も服薬 コンプライアンスや患者の希望か ら入院期間が延

長 した症例が占めていた。このような症例の中には,結

果的には入院せずに化療可能な症例も含まれていると考

えられるが,各 症例に応 じての対応が重要と考えられた。

休薬を要する抗結核薬の副作用 は全体ではB群 にや

や多 くみられたが,PZA投 与例 に限って比較 を行うと,

B群 のほうが副作用の発現率は低 くなった。いずれも重

篤な症例はなかった。また,退 院後に抗結核薬の副作用

が重篤 となったために再入院を要した症例は,A群B群

ともにみ られなかった。そのほか,通 院中の服薬自己中

断や再排菌が原因の再入院率 は,A群1.0%,B群0.9%

と差はみられなかった。これらのことからは少な くとも

当科で実現した程度の在院日数短縮,す なわち外来治療

へのより早期の切 り換 えは,再 入院率でみる限 りではあ

るが,重 篤な副作用,通 院中の服薬自己中断や再排菌な

どの増加 にはつながらないことが推測 された。

現在当科では,前 述のように排菌陰性化をもって退院

可能としているが,欧 米諸国のように排菌陽性者 も含め

てすべて外来管理の方向で考えてゆくべ きかは今後の課

題と考えられる。山口が指摘 しているように10),全身状

態や服薬のコンプライアンスがよく,副 作用がなく,そ

して周囲への感染性が少ない状況を保ちうる場合であれ

ば,排 菌陰性化 よりも早期の外来管理への切 り替えが可

能であると考えられる。一方,見 方をかえるとこのよう

な条件を満足できない症例,す なわち,全 身状態が不良

である,外 来管理では服薬コンプライアンスに問題があ

る,副 作用がコントロールできない,職 業や家庭の状況

か らより少ない感染性を要求される,行 路病人等で退院

後の住所が不定である場合などは,排 菌陰性化後も入院

継続を必要とする症例があ り,症 例に応じての対応が重

要であると考えられる。

以上,活 動性肺結核患者において,症 例に応じての対

応は重要であるが,一 般 的には当科で実現した程度の平
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均 在 院 日数 の 短 縮 は 妥 当 で あ ろ う と思 わ れ た 。

本 論 文 の 要 旨 は 第76回 日本 結 核 病 学 会 総 会(2001.4.

沖 縄)で 発 表 した 。
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Original Article

CLINICAL EVALUATION ON THE DURATION OF HOSPITALIZATION

 FOR PATIENTS WITH PULMONARY TUBERCULOSIS

 Tetsuro INOUE, Eisaku TANAKA, Kazukiyo OIDA, Yoshio TAGUCHI, 

Terufumi KATO, Minoru SAKURAMOTO, Yuji MAEDA, and Ko MANIWA

Abstract In 1996, six-month short course regimen contain-

ing PZA was adopted as the standard method of chemotherapy 

for tuberculosis. According we reevaluated discharge criteria 

for patients with pulmonary tuberculosis and tried to shorten 

the duration of hospitalization. We investigated retrospective-

ly the duration of hospitalization for patients with pulmonary 

tuberculosis who were admitted to the Tenri Hospital.

PZA was used for 23.3% of patients who were admitted 

during 1992 to 1996 (group A, N = 200), and 80.1 % of 

patients who were admitted during 1996 to 2000 (group B, 

N=234). The time needed to bacterial negative conversion 

was significantly shortened from 2.5 months in group A to 1.8 

months in group B. The mean duration of hospitalization for 

patients with pulmonary tuberculosis was significantly short-
ened from 133.8 days in group A to 63.7 days in group B. 

Moreover, the mean duration of hospitalization for patients 

with smear positive pulmonary tuberculosis was significantly

shortened from 147.5 days in group A to 73.0 days in group B. 

There was no significant difference between group A and 

group B as to the rate of adverse reactions, discontinuation of 

drug taking and recurrence of the disease.

 We concluded that the duration of hospitalization for pa-

tients with pulmonary tuberculosis could be shortened by ap-

plying PZA in the initial phase of tuberculosis chemotherapy.

Key words: Pulmonary tuberculosis, Hospitalization period, 

Pyrazinamide, PZA
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